
家畜伝染病の発生状況

【主要な家畜伝染病の発生状況
注１

の推移】

年 （平成） 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

口蹄疫 0 0 0 0 292 0 0 0 0 0 0 0 0

結核病（牛） 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0

ヨーネ病（牛） 606 441 278 313 235 331 211 293 326 327 315 374 174

ＢＳＥ（牛） 10 3 １ １ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ブルセラ病（牛） 0 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0

馬伝染性貧血（馬） 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

伝達性海綿状脳症（ＢＳＥ以外） 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0

高病原性鳥インフルエンザ 0 4 0 0 1 23 0 0 4 2 7 5 1

低病原性鳥インフルエンザ注２ 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

資料：農林水産省消費・安全局「家畜伝染病の発生状況」
注１：家畜伝染病予防法第13条第１項の規定による患畜届出件数（ただし、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザは疑似患畜の件数を含む）。

データは平成30年6月までの集計結果（速報値）。
注２：平成23年４月の家畜伝染病予防法の改正に伴い、高病原性鳥インフルエンザ（弱毒タイプ）は低病原性鳥インフルエンザに呼称を変更。

（単位：戸数）

○ ⼝蹄疫は、平成22年に宮崎県で発⽣したが、平成23年２⽉にOIEの定めるワクチン⾮接種清浄国に復帰。
○ ⽜の結核病やブルセラ病は近年発⽣が⾒られない⼀⽅で、ヨーネ病は依然として全国的に発⽣が確認。
○ ⽜海綿状脳症（BSE）は、平成13年９⽉以降、36例の発⽣が確認されたが、平成25年５⽉のOIE総会で「無視できる
BSEリスク」の国に認定。

○ 豚コレラは、平成５年の発⽣を最後に清浄化を達成し、平成27年５⽉のOIE総会で｢豚コレラ清浄国｣に認定。
○ ⾼病原性⿃インフルエンザは、直近では、平成30年１⽉に⾹川県で発⽣したが、平成30年４⽉15⽇付けでOIEの定め
る⾼病原性⿃インフルエンザの清浄国に復帰。
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生年別

（頭）

2002年1月生まれの牛を最後に、11年間以上にわたっ
て、国内で生まれた牛でのＢＳＥ発生報告はない。

2001年10月に法に基づく飼料規制を開始

◎ＢＳＥ感染源・感染経路について
1995-96年生まれの牛（13頭）の感染原因は、統計学的には共通の飼料工場で製造された代用乳の可能性が考えられるが、オランダの疫学調査結果等

の科学的知見を踏まえると合理的説明は困難とされた。また、1999-2001年生まれの牛のうち15頭は1995-96年生まれの牛が汚染原因となった可能性が
あるとされた。

・ 2001（平成13）年9月に初確認。現在までにと畜検査で22頭、死亡牛検査で14頭（計36頭）が発生。
・ 出生年別にみると、1996（平成８）年生まれが１２頭、2000（平成１２)年生まれが１３頭と多い。
・ 飼料規制の実施直後の2002年1月生まれを最後に、11年間以上にわたって、国内で生まれた牛での発生報
告はない。

・ 2013（平成25）年５月にOIEは我が国を「無視できるBSEリスク」の国に認定。

我が国におけるＢＳＥの発生状況

【国内のＢＳＥの発生状況】（頭）
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・ ８例目及び24例目は、検出された異常プリオンたん白質の性状が定型的なものと異なるとされている。

【ＢＳＥの発生状況】 ※ １例目は、ＢＳＥ検査で陽性が確認された年月であり、２例目以降は確定診断された年月

〔確認年月 〔飼養場所 （生産元・導入元) 〔生年月(月齢 〕 （備考） 〔確認年月 〔飼養場所 （生産元・導入元) 〔生年月(月齢 〕 （備考）〕 〕 ） 〕 〕 ）

1 13年 9月 ： 千葉県 (北海道) 8年 3月（ 64 ） 21 17年12月 ： 北海道 12年 2月（ 69 ） 死亡牛

2 13年11月 ： 北海道 8年 4月（ 67 ） 22 18年 1月 ： 北海道 12年 9月（ 64 ） 死亡牛

3 13年12月 ： 群馬県 8年 3月（ 68 ） 23 18年 3月 ： 北海道 12年 7月（ 68 ）

4 14年 5月 ： 北海道 8年 3月（ 73 ） 24 18年 3月 ： 長崎県 4年 2月（169 ） 非定型

5 14年 8月 ： 神奈川 7年12月（ 80 ） 25 18年 4月 ： 岡山県 (北海道、北海道) 12年 4月（ 71 ）

6 15年 1月 ： 和歌山県 (北海道) 8年 2月（ 83 ） 26 18年 5月 ： 北海道 12年 8月（ 68 ） 死亡牛

7 15年 1月 ： 北海道 (北海道) 8年 3月（ 81 ） 27 18年 5月 ： 北海道 (北海道) 12年 8月（ 68 ） 死亡牛

8 15年10月 ： 福島県 (栃木県、栃木県) 13年10月（ 23 ） 非定型 28 18年 6月 ： 北海道 (北海道) 11年11月（ 80 ） 死亡牛

9 15年11月 ： 広島県 (兵庫県) 14年 1月（ 21 ） 29 18年 9月 ： 北海道 (北海道) 12年 6月（ 75 ) 死亡牛

10 16年 2月 ： 神奈川県 (神奈川県) 8年 3月（ 95 ） 30 18年11月 ： 北海道 13年 6月（ 64 ） 死亡牛

11 16年 3月 ： 北海道 8年 4月（ 94 ） 死亡牛 31 18年12月 ： 北海道 11年11月（ 84 ）

12 16年 9月 ： 熊本県 11年 7月（ 62 ） 32 19年 2月 ： 北海道 13年 8月（ 65 ）

13 16年 9月 ： 奈良県 (北海道) 8年 2月（103 ） 33 19年 7月 ： 北海道 12年 6月（ 84 ） 死亡牛

14 16年10月 ： 北海道 12年10月（ 48 ） 死亡牛 34 19年12月 ： 北海道 (島根県、北海道） 4年 7月（185 )

15 17年 2月 ： 北海道 8年 8月（102 ） 死亡牛 35 20年 3月 ： 北海道 （北海道） 12年10月（ 89 ） 死亡牛

16 17年 3月 ： 北海道 8年 3月（108 ） 36 21年 1月 ： 北海道 12年 8月（101 ） 死亡牛

17 17年 4月 ： 北海道 12年 9月（ 54 ） 死亡牛

18 17年 5月 ： 北海道 11年 8月（ 68 ）

19 17年 6月 ： 北海道 8年 4月（109 ）

20 17年 6月 ： 北海道 12年 8月（ 57 ）

（参考）我が国におけるＢＳＥの発生状況の詳細
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と畜検査
・BSE検査（神経症状等を呈する24か月齢超の牛）

(健康と畜牛の検査廃止：平成29年4月1日以降)

と畜場・食肉処理場

特定危険部位※を除去

※ 全月齢の牛に由来する扁桃及び回腸遠位
部、並びに30か月齢超の牛に由来する頭部
（舌、ほほ肉、皮を除く。）、せき柱及びせき髄

特定危険部位は焼却

生産農場

牛肉骨粉等

飼料規制（BSE発生防止対策 ）
・牛肉骨粉等は輸入及び飼料利
用を禁止（平成13年10月以降）

・ 牛と鶏・豚の飼料の製造工程
を分離（交差汚染の防止対策）

・ 輸入飼料の原料の届出、小売
業者の届出

家畜保健衛生所

・死亡牛：48か月齢以上
・臨床疑い牛：全月齢

死亡牛等のBSE検査（BSE対策の有効性の確認）
・死亡牛：48か月齢以上（平成27年4月1日～）、臨床疑い牛：全月齢

小売店

農林水産省所管

厚生労働省所管

○農林水産省
・飼料規制（肉骨粉等の飼料としての給与を禁止）

・死亡牛等のBSE検査（死亡牛：48か月齢以上、臨床疑い牛：全月齢）

***

***

農林水産省所管

厚生労働省所管

○厚生労働省
・特定危険部位の除去

・と畜検査（BSE検査：神経症状等を呈する24か月齢超の牛）（健康と畜牛の検査は廃止）

ＢＳＥ対策の概要
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・ ＯＩＥ（国際獣疫事務局）は、申請に基づき、加盟国のＢＳＥ発生リスクを科学的に３段階（「無視できるBSEリスク」、

「管理されたBSEリスク」及び「不明のBSEリスク」）に分類

・ 我が国は、平成25年5月、BSEの安全性格付け（BSEステータス）の最上位である「無視できるBSEリスク」に認定

日本 米国 ＥＵ

Ｂ
Ｓ
Ｅ
検

査

健康牛 -

（29年4月～） - - （注1）

死亡牛 48か月齢以上の牛

全頭

一部

（30か月齢以上）

24か月齢超の牛

全頭（注2）

ＳＲＭ除去 全月齢の扁桃、回腸
遠位部

30か月齢超の頭部
（舌・頬肉・皮及び扁桃
を除く。）、
脊柱（背根神経節を含
む）、脊髄

全月齢の扁桃、回腸遠
位部

30か月齢以上の頭蓋、
脳、三叉神経節、脊髄、
眼、脊柱、背根神経節

全月齢の扁桃、小腸
の後部4メートル、盲
腸、腸間膜

12か月齢超の頭蓋
（下顎を除き、脳、眼を
含む）、脊髄

30か月齢超の脊柱、
背根神経節

反すう動物
由来肉骨粉
の取扱い

反すう動物・豚・鶏に
給与禁止

30か月齢以上の牛由
来の脳・脊髄等につい
て、反すう動物・豚・鶏
に給与禁止

反すう動物・豚・鶏に
給与禁止

月齢の判別
方法

牛の出生情報を記録
するトレーサビリティシ
ステム

歯列による判別 牛の出生情報を記録
するトレーサビリティシ
ステム

○主要国におけるＢＳＥ対策の概要

注１：ＥＵ内の一定の条件を満たした国においては、健康と畜牛の検査を行わなくてもよい（2013年2月
～）。

なお、ブルガリア及びルーマニアでは、30か月齢超の牛に対する検査が義務となっている。
注２：ＥＵ内の一定の条件を満たした国においては、死亡牛検査の対象となる牛の月齢を最大48か月齢超へ

と変更することが可能となっている（2009年1月1日～）。
注３：ＥＵ内の「無視できるBSEリスク」の国においては、12か月齢超の頭蓋（下顎を除き、脳、眼を含む）、

脊髄のみSRM除去の対象となっている （2015年8月5日～）。

「無視できるBSEリスク」の国認定証

「これまで長期間にわたり飼料規制やサーベ
イランスなど、我が国の厳格なＢＳＥ対策を
支えてきた生産者、レンダリング業界、飼料
業界、と畜場、食肉流通加工業界、獣医
師、地方行政機関等、皆様の不断の努力
の成果であると思っております。」

（平成25年6月4日林農林水産大臣記者会見）

「無視できるBSEリスク」のステータスについて

日本のＢＳＥステータスの認定、各国におけるＢＳＥ対策の概要

(注3)
BSEステータスの維持について

頭数 ポイント 頭数 ポイント 頭数 ポイント 頭数 ポイント
1才未満 3

1才以上2才未満 73 1 0 8 3 0 0
2才以上4才未満 178 18 0 25 10 1 260
4才以上7才未満 81,897 16,379 36,315 32,684 5,658 9,053 12 9,000
７才以上9才未満 39,219 3,922 11,844 4,738 2,034 1,424 4 880
9才以上 51,217 0 9,501 950 1,339 268 7 315
小計 172,584 20,320 57,660 38,371 9,064 10,758 27 10,455

合計ポイント： 79,904

平成28年度
健康と畜牛 一般的な死亡牛 起立不能牛等 臨床疑い牛

BSEステータスを維持するためには、毎年OIEへ、飼料規制の状況、
サーベイランス結果等の提出が必要。

サーベイランスでは、日本は、7年間に15万ポイント（22,857点/年）以上となる
ように検査を実施する必要がある。

H28.10.1 ‐ H29.9.30
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農家の生産性向上に向けた家畜衛生対策

＜推進の⽅向性＞

⽣産性の向上（＝農家の所得向上）
・家畜の損耗防⽌
・抗菌剤等の使⽤量（治療費）減少
（AMR対策にも資する）

＜対策の成果＞
取組成功事例の共有

円滑な横展開に向けた戦略の構築

関係者間の認識の共有化・連携

○家畜の伝染性疾病のうち、豚や⼦⽜の呼吸器・下痢疾患、⽜の乳房炎など、重篤な症状を⽰さないもの
の、出荷頭数や出荷体重、乳量の低下などの家畜の⽣産性を阻害する疾病は、その特性からコントロー
ルが容易ではなく、畜産経営に⼤きな影響を与える。これらの家畜衛⽣対策を進めていくことにより⽣
産性の向上を図る必要。

○ ⽣産性の向上に向けた全国会議を開催し、国、都道府県、関係機関間で先進的な取組事例の共有、今後
の対策に関する意識の共有により、連携を強化。
(第１回議題：⽜の疾病(平成29年７⽉)、第２回議題：豚の疾病(平成30年４⽉))

・農場の経営実態に応じたオーダーメードの対策パッケージの検討
・⺠間管理獣医師の積極的な関与による地域⼀体となった取組

＜課題＞
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関係者が連携した農家の生産性向上に向けた家畜衛生対策の推進

家畜保健
衛生所

食肉衛生
検査所

臨床
獣医師

生産者
団体

飼料会社

薬品会社
等

養豚農家

連携・検討会
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ヨーネ病（JD）対策 法定

○ 細菌（ヨーネ菌）を原因とし、数ヶ⽉から数年間と⻑い潜伏期間の後に慢性の⽔様性下痢、泌乳量の低下、削痩等に
より⽣産性を著しく低下させる反すう動物の疾病。治療⽅法やワクチンはない。

○ 定期的な検査による感染⽜の早期摘発・とう汰が重要。
○ 平成18年11⽉に「ヨーネ病対策要領」を策定。平成20年から定期検査の１つとしてスクリーニング検査を実施。
平成25年度からリアルタイムPCR法による検査を導⼊し、平成25年４⽉１⽇付けで同要領の全部を改正。

現 状
○家畜伝染病予防法第５条の規定に基づく定期検査
（少なくとも５年に１度、各都道府県が実施。）

⇒検査強化による患畜の摘発・とう汰
○患畜の殺処分命令と⼿当⾦の交付

⇒評価額の４／５を交付
○⽜のヨーネ病対策要領（平成25年４⽉）
発⽣防⽌、早期発⾒及びまん延防⽌のための総合的な対策
・予防対策：知識普及、衛⽣管理指導
・⽜の移動管理：清浄確認農場からの導⼊

検査陰性⽜の導⼊
・まん延防⽌措置：患畜が確認された農場は、集中的検査に
より清浄性を確認。
①同居⽜の検査（年３回）
②①の後、さらに２年間同居⽜の検査を実施（年１回）

対策の方向性

○家畜⽣産農場清浄化⽀援対策事業
講習会の開催費、検査費⽤、感染リスクの⾼い同居⽜等の
⾃主とう汰費⽤、陰性証明書の交付費⽤等を⽀援

国の支援策
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患畜頭数

平成18年11月「ヨーネ病
防疫対策要領」を策定

（頭）
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EBL対策 届出

○ ウイルス（BLV）を原因とし、リンパ⾁腫（腫瘍）を主徴とする⽜・⽔⽜の疾病。
○ BLV感染⽜のうち発症するのは数％。感染⽜の多くは発症することなく経済動物としての役割を全うできる。
発症すると削痩、眼球突出、下痢、体表リンパ節の腫⼤等の症状を呈し、飼養農家の経営に⼤きな影響を与える。

○ 治療法やワクチンはない。BLVを含む⾎液や乳汁を介して感染するため、複数⽜への同⼀注射針の使⽤等、⼈為的伝播
を引き起こす⾏為の排除が重要。また、検査により農場内の感染⽜を把握し、経営状況等に応じ感染⽜を計画的に更新
するなど、中⻑期的な視点に⽴って着⼿可能な対策から講じることが重要。

現 状
○衛⽣対策ガイドラインを策定(平成27年４⽉)
・⼈為的な伝播を引き起こす⾏為の排除
注射針、直検⼿袋の確実な交換

・飼養者の⾃農場の浸潤状況の把握
・経営状況等に応じた農場内感染拡⼤防⽌対策の実施
感染⽜の計画的な更新
⾮感染⽜由来の初乳給与、初乳の加温や凍結処理
ネットの設置等による吸⾎昆⾍による機械的伝播の防⽌
感染⽜と⾮感染⽜の分離飼養

・農場間伝播防⽌対策による伝播リスクの軽減
検査による⾮感染⽜の導⼊
放牧場における感染⽜群と⾮感染⽜群の区分放牧

対策の方向性

○家畜⽣産農場清浄化⽀援対策事業
移動予定⽜や発⽣農場等の重点的な検査、吸⾎昆⾍の駆除
対策、⾼リスク⽜の⾃主とう汰 等の取組を⽀援

国の支援策99
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検査頭数 抗体陽性率

乳用牛 11,130頭 40.9%

肉用牛 9,834頭 28.7%

届出頭数

※調査期間：平成21年12月～翌３月（乳用牛）、平成22年12月～翌４月（肉用牛）

（頭）

頭

頭
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牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD‐MD）対策 届出

現 状

○⽜ウイルス性下痢・粘膜病に関する防疫対策ガイドライン
（平成28年４⽉）

感染源のPI⽜を特定し、感染拡⼤防⽌を図ることが重要。
【発⽣予防対策】
・本病に対する知識の普及・啓発、適切な飼養衛⽣管理
・陰性⽜の導⼊、共同放牧場等における検査の徹底
・予防接種の励⾏
【まん延防⽌対策】
・PI⽜摘発のための定期的な検査の実施
・摘発後の新⽣⼦⽜に対する検査の実施
・⾃主とう汰の推進

対策の方向性

○家畜⽣産農場清浄化⽀援対策事業
検査によるPI⽜の摘発・とう汰、陰性⽜の流通促進、同居⽜
へのワクチン接種による感染拡⼤防⽌等の取組を⽀援

国の支援策
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届出頭数

○ ウイルス（BVDV）を原因とし、下痢、呼吸器症状、流産等多様な症状を⽰す⽜の疾病。
○ ウイルスを含む分泌物(唾液、⿐汁、糞便、乳汁、精液等)を介して感染。発育不良、産乳量、繁殖成績低下等の⽣産性
の低下、免疫⼒低下による治療費の増加等から、経営上悪影響となる。

○ 妊娠中に感染した⺟⽜から⽣まれた⼦⽜は持続感染⽜（PI⽜）として⽣涯にわたりウイルスを排せつし続けて農場内に
おいて本病をまん延させる原因となるため、PI⽜の摘発・⾃主とう汰が重要。

（頭）
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豚流行性下痢（PED）対策 届出

○ ウイルス（豚流⾏性下痢ウイルス）を原因とし、主に哺乳豚に⽔様性下痢・脱⽔等を引き起こす豚の疾病。感染豚の
糞便中に排出されたウイルスを介して感染。

○ 飼養衛⽣管理の徹底による侵⼊防⽌や農場内、農場間のウイルスの伝播防⽌、⺟豚へのワクチンの適切な使⽤が重要。

○平成25年10⽉、７年ぶりに発⽣が確認された後、
全国的に発⽣が拡⼤。その後発⽣件数は減少傾向。

現 状

H25 H26 H27 H28 H29

戸数 817 233 107 75 35

都道府県数 38 28 16 15 8
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各シーズン※の
累計発生農場数

○豚流⾏性下痢（PED）防疫マニュアル（平成26年10⽉）
・本病を疑う家畜発⾒時の対応
家畜の所有者が本病の発⽣が疑われ、家畜保健衛⽣所等に
通報する必要のある症状（※）を明記。

※ 複数の繁殖⺟豚の分娩した哺乳豚で半数以上が下痢等を呈した場合等
・防疫措置
農場における対策:飼養衛⽣管理基準の遵守の徹底
（畜舎出⼊⼝での消毒、⾐服の更⾐等の徹底）
・発⽣農場情報の共有
畜産関係者や発⽣農場に出⼊りする業者に対する情報提供

・特別防疫対策地域の指定
都道府県は、侵⼊・拡⼤リスクが⾼まった地域を指定し、
① 健康観察の結果、哺乳豚の全死亡頭数の報告
② 農場及びと畜場の出⼊⼝の緊急消毒等
を実施。

・ワクチンの適正使⽤
ワクチンの特徴（⺟豚に接種し、乳汁を介して⼦豚に免疫
を与える）を理解し、⽤法・⽤量に従って使⽤

対策の方向性

※シーズン：９月から翌年８月まで

（戸）

54



オーエスキー病（AD）対策 届出

○家畜⽣産農場清浄化⽀援対策事業（平成30年度限り）
清浄化に向けた地域的な取組等に対して集中的に⽀援。
・清浄性維持・確認のための抗体検査、ワクチン接種
・感染豚の⾃主とう汰 等

国の支援策

○昭和56年に初めて発⽣し、全国に拡⼤。
○ワクチン接種を活⽤した防疫対策により、全国的に
清浄化が進展している。

現 状

野外ウイルス感染豚の飼養が

確認されている浸潤県 ３県

（平成30年3月現在）

届出頭数
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○ ウイルス（豚ヘルペスウイルス１）を原因とし、異常産や哺乳豚の死亡・神経症状を主徴とする豚の疾病。ウイルスを
含む分泌物(唾液、⿐汁、糞便、乳汁、精液等)を介して感染。

○ 感染豚では、潜伏感染(ウイルスが不活性化状態で維持)が起こり、妊娠・輸送等のストレスでウイルスが再活性化し、
他の豚への感染源となるため、感染豚の摘発・早期更新が重要。

○オーエスキー病防疫対策要領(平成３年３⽉。29年３⽉改正)
衛⽣的な飼養管理の徹底及び浸潤状況（地域ステータス）を

踏まえて地域の状況に応じた対策を講じることが重要。

（地域ステータス）
・ステータスⅠ 清浄化の体制構築段階
・ステータスⅡ（前期） 浸潤状況把握済
・ステータスⅡ（後期） ワクチン接種の推進

・ステータスⅢ（前期） 検査により清浄性を確認
・ステータスⅢ（後期） ワクチン接種中⽌
・ステータスⅣ 清浄化達成

浸潤県

野外ウイルスが存在しない

対策の方向性

（頭）
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我が国における家畜防疫体制

（１）国は、都道府県、動物衛生研究部門等と連携し、国内の家畜防疫に関する企画、調整、指導
等を実施するとともに、動物検疫所を設置し、国際機関とも連携して輸出入検疫を実施。

（２）都道府県は、家畜防疫の第一線の機関として家畜保健衛生所を設置し、防疫対策を実施。国
は、家畜保健衛生所の整備支援、職員の講習等を実施。

（３）また、全国及び地方の各段階で家畜畜産物衛生指導協会等の自衛防疫団体が組織され、予
防接種等生産者の自主的な取組を推進。

自衛防疫団体

都道府県
家畜保健衛生所

168か所
(病性鑑定施設を含む)

獣医師 2,074名
(平成30年３月31日現在)

(厚) 保健所 469か所
(平成30年４月１日現在)

動物医薬品検査所
動物衛生研究部門

農林水産省
消費・安全局

ＯＩＥ等の国際機関

平成30年２月1日現在

【我が国の家畜飼養状況】

肉用牛

乳用牛

養豚

採卵鶏

ﾌﾞﾛｲﾗｰ

251万頭

133万頭

919万頭

1億8千万羽

1億4千万羽

4万8千戸

1万6千戸

45百戸

22百戸

23百戸

動物検疫所

本所
８支所、16出張所
家畜防疫官 435名

(平成30年4月現在)
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家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準の設定

・農林水産大臣が、牛、豚、鶏などの家畜について、その飼養に係る衛生管理の方法に関し、家畜の所有者が遵守すべ
き基準(飼養衛生管理基準)を定めるとともに、家畜の所有者に当該基準の遵守を義務付け（平成23年10月～）、家畜
の伝染性疾病の発生を予防。（平成29年2月一部見直し）

・飼養衛生管理の徹底は、食品の安全性を確保するための生産段階における取組ともなる。

食品供給行程の各段階における適切な措置により食品の安全性を確保
（と畜場法・食品衛生法）

○枝肉・部分肉・加工品の微生物汚染・増殖防止○病畜の廃棄（全部又は一部）
○枝肉の微生物汚染・増殖防止

勧

告

指
導
・
助
言

命

令

罰

則

都道府県による飼養衛生管理基準の遵守状況の確認

と畜場・食鳥処理場 食肉・食鳥処理・加工場 卸売・小売業者 消費者

遵
守
状
況
の

定
期
報
告

命令違反者に対しては…

○ 家畜の飼養衛生管理基準の設定
１ 家畜防疫に関する最新情報の把握

２ 衛生管理区域の設定

・徹底した衛生管理が必要な区域を他の区域と区分

３ 衛生管理区域への病原体の持込み防止

・必要のない者の立入りの制限

・消毒設備の設置と入場車両・入場者に対する消毒の実施

・（豚）生肉を含む飼料は十分に加熱

４ 野生動物等からの病原体の侵入防止

・給餌・給水設備への野生動物の排せつ物等の混入防止

・（鶏）防鳥ネット等の整備

・家畜・家きんの死体の保管場所への野生動物の侵入防止

５ 衛生管理区域の衛生状態の確保

・畜舎・器具の定期的な清掃又は消毒及び密飼いの防止

６ 家畜の健康観察と異状がある場合の対処

・毎日の健康観察と異状時の早期通報・出荷停止

・家畜・家きんの死体・排せつ物の移動時の漏出防止

７ 埋却地の確保等

・埋却地の確保又は焼却・化製のための準備

８ 感染ルート等の早期特定のための記録作成・保管

・入場者に関する記録の作成・保管

９ 大規模所有者に関する追加措置

・家畜保健衛生所と緊密に連絡を行う担当獣医師の設置

・通報ルールの作成

※下線部は平成29年２月に一部見直した項目

原則として
年１回以上

農場へ立入検査

農場における衛生管理の徹底（家畜伝染病予防法）
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農場段階におけるＨＡＣＣＰ方式を活用した衛生管理の推進

・家畜保健衛生所、生産者、畜産関係団体、獣医師等地域が一体となった生産段階へのＨＡＣＣＰ手法導入を推進。

・農場指導員（家畜保健衛生所の職員等の獣医師をはじめとした、農場ＨＡＣＣＰの導入・実施や認証取得を促す指導員）
を養成するとともに（平成20年度～）、生産から加工・流通、消費まで連携した取組への支援を実施（平成21年度～）。

・ HACCPの考え方に基づく衛生管理が行われている農場の認証基準を公表（平成21年度）するとともに、認証制度の構築
を推進。

・民間での農場ＨＡＣＣＰの認証手続きが開始（平成23年度～）。 ※民間認証機関は２団体（平成30年8月現在）

農家毎の実施マニュアル作成
・危害因子調査
(サルモネラ菌・大腸菌O157・抗菌性物質等)
・危害分析（HA）
・重要管理点（CCP）の設定
・実施マニュアルの作成

実践

ＨＡＣＣＰの考え方に基
づく衛生管理の実施

農場モニタリング検査・改善指導

消
費
者
の
求
め
る
安
全
な
畜
産
物
の
生
産

畜
産
物
に
対
す
る
消
費
者
の
信
頼
確
保

【衛生管理ガイドライン】
HACCPの考え方に基づき、危害を制御又は

減少させる手法について畜種ごとに設定。

【鶏卵のサルモネラ総合対策指針】
衛生管理ガイドラインのうち、鶏卵のサルモ

ネラ汚染をコントロールするための指針。

ＨＡＣＣＰ方式取組農家
取組農家戸数：5,210 （平成30年3月時点）

農場指導員
約2,900名（平成30年３月時点）

検証

適切な衛生管理の
見直し

農場ＨＡＣＣＰ認証に向けた取組

と畜検査情報等
のフィードバック

農場ＨＡＣＣＰ認証マーク

※HACCPや家畜疾病、食品衛生等についての知見を有し、農場でHACCP方式を活用
した飼養衛生管理の実施を促進するための指導を行う者。
PDCAサイクルを回して消費者の求める安全な畜産物を生産するために、専門的な
知識を有する者として、客観的な視点から各農場に合わせたアドバイスを実施。

※
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農場ＨＡＣＣＰ認定農場

○乳 用 牛 ： 22農場
●肉 用 牛 ： 31農場
◆養 豚 ： 107農場

■養鶏（採卵）： 46農場
■養鶏（肉用）： 4農場

計 ：210農場

平成30年８月13日現在

北海道

有限会社藤井牧場

及川牧場

株式会社ノベルズデーリィーファーム

株式会社Kalm  角山

ひらかわ牧場

小野寺牧場

株式会社CONNECT

岩手県 独立行政法人 家畜改良センター岩手牧場

山形県 濱田牧場

群馬県 有限会社井上牧場

埼玉県 株式会社i-Milk Factory

千葉県
皆川牧場

株式会社近藤牧場

神奈川県
株式会社雪印こどもの国牧場

有限会社石田牧場

新潟県 めおとファーム

長野県 株式会社長門牧場

静岡県
佐野牧場

柴田牧場

鳥取県 有限会社 岸田牧場

岡山県

公益財団法人中国四国酪農大学校付属農場
（第2牧場）

公益財団法人中国四国酪農大学校付属農場
（第1牧場）

北海道

サロマ牛肥育センター株式会社（トップファームグループ）

株式会社向陽畜産

有限会社コスモス

株式会社トップファーム（トップファームグループ）

パシフィックファーム株式会社（トップファームグループ）

株式会社大野ファームグループ

株式会社ホクチクファーム標茶分場

宮城県
有限会社蔵王高原牧場宮城蔵王牧場（高橋畜産グループ）

有限会社蔵王高原牧場川崎育成牧場（高橋畜産グループ）

山形県

有限会社スカイファームおざき 芦沢農場

有限会社蔵王ファーム山形蔵王牧場（高橋畜産グループ）

有限会社蔵王ファーム米澤農場（高橋畜産グループ）

有限会社蔵王ファーム山形第2農場（高橋畜産グループ）

栃木県 株式会社イソシンファーム

群馬県 有限会社鳥山牧場

神奈川県 石井牧場

長野県 牧舎みねむら

三重県

松坂牛の里オーシャンファーム

株式会社堀坂 堀坂牧場

有限会社中林牧場第1牧場

有限会社中林牧場第2牧場

瀬古食品有限会社 松阪牛の里オーシャンファーム 第三牧場

滋賀県 有限会社澤井牧場 第2牧場

鳥取県 おぐら畜産農場

徳島県 農事組合法人長峯肉牛生産組合

熊本県 株式会社矢岳牧場

大分県 株式会社ゆふいん牧場 久住高原都野牧場

宮崎県
有限会社中林牧場 児湯支場

安楽畜産株式会社鷹取牧場

鹿児島県
有限会社野村畜産 木串農場

農業生産法人みらいファーム株式会社志布志直営農場

北海道

株式会社ホクリョウ 札幌農場

株式会社ホクリョウ 北見農場

株式会社ホクリョウ 十勝農場

株式会社ホクリョウ 登別農場

株式会社ホクリョウ 千歳農場

株式会社ホクリョウ 早来農場第1農場

株式会社ホクリョウ 早来農場第2農場

株式会社ホクリョウ 早来農場第4農場

株式会社ホクリョウ 早来農場第5農場

株式会社ホクリョウ 早来農場札幌育成農場

株式会社ホクリョウ 千歳育成農場

有限会社北海道種鶏農場 白老農場

有限会社北海道種鶏農場 社台農場

株式会社グランファーム 竹浦農場

有限会社ノースチック 白老育成場

北海スターチック株式会社 白老農場

青森県 カワケンポートリー

岩手県

株式会社アーク 牧場事業部 農牧部

株式会社第一ポートリーファーム盛岡農場

株式会社第一ポートリーファームはまなす農場

宮城県 イセファーム東北株式会社 色麻農場

秋田県 株式会社中条たまご秋田農場

茨城県

有限会社つくばファーム

有限会社ナリタファーム

株式会社エッグドリーム八千代農場

埼玉県
有限会社丸一養鶏場 本社農場

有限会社丸一養鶏場 今市農場

千葉県

株式会社パートナーズ木更津農場

奈良養鶏園

株式会社秀鶏園豊里農場

富山県
有限会社床鍋養鶏五郎丸農場

有限会社床鍋養鶏南砺農場

長野県 農事組合法人 会田共同養鶏組合 本場

岐阜県 株式会社ダイシンエッグ 中津川農場

愛知県

有限会社富田養鶏場 七根農場

有限会社知多エッグ

有限会社アツミファーム新城農場

三重県 有限会社伊勢農場

京都府 有限会社グリーンファームソーゴ

島根県 木次ファーム

山口県 有限会社よしわエッグファーム

愛媛県 JAえひめフレッシュフーズ株式会社菅沢育成場

福岡県
有限会社福岡ファーム

株式会社平野養鶏場福島本場

大分県 有限会社大分ファーム 鹿鳴越高原農場

鹿児島県 有限会社松原養鶏場 仁田尾成鶏農場

愛知県 丸トポートリー食品株式会社

徳島県 株式会社イシイフーズ脇町農場

福岡県 農事組合法人福栄組合金剛農場

佐賀県 株式会社中島鶏園太良農場

＜○乳用牛＞

＜■養鶏（肉用）＞

＜●肉用牛＞

＜■養鶏（採卵）＞

北海道

有限会社ビィクトリーポーク 長沢農場
有限会社ビィクトリーポーク 樽前農場

有限会社西原ファーム
有限会社道南アグロ 森農場

有限会社富樫オークファーム
株式会社ドリームポーク

辻野ポーク有限会社

株式会社ほべつすわいん
トンタス浜中株式会社

有限会社浅野農場
有限会社中多寄農場 白山農場

有限会社高橋畜産

青森県

株式会社三沢農場 三沢肥育農場

株式会社やまはた柏木農場
株式会社木村牧場

岩手県

みなみよーとん株式会社（フリーデングループ）
株式会社フリーデン 大東農場

株式会社アーク 花泉農場

株式会社アーク 藤沢農場
株式会社三沢農場 久慈繁殖農場

宮城県
株式会社サイボク東北牧場
株式会社シムコ岩出山事業所

株式会社 AGRI PRIME

秋田県

有限会社森吉牧場（フリーデングループ）

ファームランド

十和田湖高原ファーム

ポークランド
バイオランド

株式会社シムコ大館ＧＧＰセンター
山形県 株式会社大商金山牧場米の娘ファーム

福島県
株式会社木野内ファーム
株式会社フリーデン都路牧場

茨城県

有限会社久慈ピッグファーム 本社農場
有限会社山西牧場

有限会社中村畜産
有限会社山野商事

栃木県
石崎畜産

農事組合法人今市ファーム

群馬県

株式会社大平牧場（フリーデングループ）

株式会社フリーデン 梨木農場

株式会社フリーデン タカナラ農場

下仁田ミート株式会社安中牧場

利根沼田ドリームファーム株式会社

千葉県

有限会社下山農場

有限会社ブライトピック千葉・黒潮農場
有限会社ブライトピック千葉飯岡農場

有限会社ブライトピック 第一農場
有限会社ブライトピック 第二農場

有限会社小堀屋畜産 本農場

有限会社東海ファーム第1・2肥育農場
豊橋飼料株式会社種豚センター

有限会社小堀屋畜産第二農場
有限会社小堀屋畜産銚子農場

有限会社比留川畜産
有限会社伊藤養豚鎌数肥育農場

有限会社ATSUTA野手農場
有限会社藤﨑農場

農事組合法人千葉アグリ
宝理養豚肥育農場

株式会社シムコ館山事業所

髙森養豚

株式会社スターピッグファーム東今泉肥育農場

千葉県畜産総合研究センター 養豚エリア

木内養豚

小長谷養豚
愛東ファーム株式会社東庄肥育農場

飯田養豚

髙橋養豚肥育農場

千葉

江波戸SPF肥育農場

有限会社ピギージョイ第3農場

有限会社ブライトピック千葉銚子農場

鈴木養豚

神奈川県
江戸屋養豚場

農事組合法人 打戻種豚組合

富山県 株式会社シムコ八尾ＧＧＰセンター

長野県
有限会社中村ファーム

株式会社あずみ野エコファーム

愛知県
株式会社春野コーポレーション 育種改良事業部

有限会社石川養豚場

三重県
有限会社一志ピックファーム

有限会社クボタピッグファーム

兵庫県 有限会社高尾牧場

佐賀県
有限会社永渕ファームリンク 黒金農場

有限会社永渕ファームリンク 風配農場

熊本県

株式会社熊本興畜株式会社

有限会社高森農場

株式会社佐々牧場第1農場

株式会社佐々牧場第2農場

有限会社コーシン阿蘇大津ファーム

大分県

有限会社福田農園

有限会社九重ファーム

有限会社中川スワインファーム肥育農場

鹿児島県

南日本畜産株式会社 繁殖センター

南日本畜産株式会社 肥育センター

有限会社環境ファーム

南州農場株式会社 佐多本場

農事組合法人霧島高原純粋黒豚牧場

南州農場株式会社 根占農場

株式会社シムコ鶴田事業所

株式会社シムコ阿久根事業所

南州農場株式会社AIセンター

有限会社仮屋ファーム

有限会社環境ファーム黒豚肥育農場匠の郷

沖縄県

株式会社沖縄県食肉センター生産部数久田農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産繁殖農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産肥育第1農場

株式会社農業生産法人くにがみ畜産肥育第2農場

＜◆養豚＞

＜◆養豚＞

農場ＨＡＣＣＰ認証マーク
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※：（ ）の数字は、農場HACCP認証取得農場のうち、JGAP家畜・畜産物の認証を取得した農場数

農場HACCP認証取得農場数の推移
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ＧＡＰ取得チャレンジシステム、ＪＧＡＰ家畜・畜産物の認証、農場ＨＡＣＣＰ認証の関係

概 要

ＧＡＰ取得チャレンジシステム：GAP認証取得の準備段階として、GAP認証取得につながる取組・項目について、生産者が自己点
検を行い、その内容を第三者が確認する仕組み。

ＪＧＡＰ家畜・畜産物 ： 日本GAP協会により開発されたGAPのスキームの一つで、農場運営、食品安全、家畜衛生、環境

保全、労働安全、人権の尊重及びアニマルウェルフェアの視点から適切な生産工程管理のあり方についてまと
められたもの。

農場ＨＡＣＣＰ ： 畜産物の安全性向上のため、生産農場にＨＡＣＣＰの考え方を取り入れ、家畜の所有者自らがハザードや管理点を設
定し、記録し、生産農場段階の危害要因をコントロールする飼養衛生管理の方法。

農場ＨＡＣＣＰの認証内容

以下の点を農場が設定し、運用、検証及び改善が出
来ていることを認証

環
境
保
全

労
働
安
全

ア
ニ
マ
ル

ウ
ェ
ル
フ
ェ
ア

人
権
の
尊
重

Ｊ
Ｇ
Ａ
Ｐ
の
認
証
内
容

農
場
が
左
記
の
点
に
つ
い

て
基
準
を
満
た
し
て
い
る

こ
と
を
認
証

食品安全、家畜衛生

（家畜伝染病予防法（飼養衛生管理基
準）、食品衛生法等）

必須管理点（ＣＣＰ）の設定
ＨＡＣＣＰ計画の策定

危害要因分析（ＨＡ）の実施
一般的衛生管理プログラム

法
令
・
規
則
等

農
場
運
営

GAP取得チャレンジシステム
GAP認証取得の準備段階として、GAP認証取得につながる項目について自己点検を実施

農場ＨＡＣＣＰ認証農場は以下の点に関する審査（差分
審査）の受審によりＪＧＡＰ認証を取得
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【参考】 ＜畜産物＞ 持続可能性に配慮した畜産物の調達基準（概要）
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